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１．緒言 

 洋上風力発電の基礎として水深 30 m 以浅ではモノパイル基礎が適用される可能性が高く，基礎周りの土砂

動態の把握が重要視されている．特に基礎周りの洗掘対策が課題となっており，北村ら 1)により，洗堀対策工

について検討した実験が行われている．本研究では，模型実験によりモノパイル基礎を想定した円柱構造物周

りの洗掘対策として捨石マウンドを施した場合の検討を実施し，洗掘対策を行わなかった場合の底面せん断

力と海底地盤内の有効応力応答を考慮した構造物周りの侵食・堆積現象を踏まえて，対策効果の検討を行った． 

 

２．実験概要  

 2 次元造波水路を用いて，フルード相似則に従い，1/25 に縮尺した実験を行った．全長 25.0 m の造波水路内

に長さ 2.7 m，幅 0.6 m，高さ 0.2 m の移動区間を設け，移動床より沖側には 1/10 勾配の不透水斜面を設置し

た(図-1，2)．円柱構造物の模型は入射波の波向に対して直交で，かつ等間隔に設置された円柱構造物を想定

し，半円柱の模型を用いた．構造物模型の底部は水路に定着させ，頭部を水面より突出させた着底頭出型とし

た．実験時は，容量式波高計と電磁流速計を円柱周辺に設置して波動を計測した．半円柱の沖側を𝜃𝑐𝑦𝑙  = 0 °

とした時(図-3)，𝜃𝑐𝑦𝑙 = 0 °の初期水位から 0.25 m 下に水圧計を設置し，地盤内には𝜃𝑐𝑦𝑙  = 0 °，90 °，180°

およびマウンド法先端において地盤深度 z = 0 m，0.05 m の位置に間隙水圧計を設置した．波の載荷に伴う地

形変化を把握するため，超音波式砂面計を用いて 1200，2400 波時に造波を停止して計測した．ここでは，捨

石マウンドを設置しない実験を Case1 とし，捨石を設置した条件を Case2 とする． 

 

３．実験条件 

 円柱径 D = 0.2 m の模型を使用した．移動床には Dean Number2)を適用した地盤材料として珪砂 8 号(𝐷50 = 

0.109 mm)を用いて水中落下法により相対密度𝐷r =80 %を目標に堆積させた．対策工は砕石 6 号（粒径 d = 5～

13 mm 混合）を用い，模型中心から直径 0.4 m まで天端高 0.1 m とし，直径 0.8 m までは 1：2 勾配の台形形状

となるように敷設した（図-4）．波浪条件は波高 0.0552m，周期 1.6s，波長 2.7m となるように設定した． 

  

図-1 実験モデル断面図(Case1) 図-2 実験モデル断面図(Case2) 

  

図-3 移動床平面図と計測機器の設置位置 図-4 対策工の断面図 
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４．実験結果 

４．１ 地盤内の有効応力変動 

図-5に構造物近傍で計測した波高と θcyl = 0°，

90°，180°の地盤深度 0.05m における過剰間隙水

圧比を 1 周期分に平均化させたデータを示す．

ここで，600 波造波後の θcyl =90°に着目すると最

大の過剰間隙水圧∆𝑢はCase1では158.9 Pa，Case2

では 139.3Pa であった．Case2 では砕石を布石し

たことによる上載荷重が原地盤に作用するた

め，過剰間隙水圧比の最大値は Case1 では

∆𝑢/𝜎′=0.340，Case2 では∆𝑢/𝜎′=0.261 であり，対

策により地盤が安定すると考える． 

４．２ 構造物周りの土砂動態 

 図-6に終了時の構造物近傍の土砂動態を示す．図は初期地形からの変化量を表している． まず，対策工を

設置していない Case1 では，90 °付近で局所的な洗掘が発生し，0，180°付近では堆積した．一方で，Case2

では砕石を敷設したことにより局所的な洗掘の発生はなく，敷設した領域における土砂変化も小さいことが

わかる．実験終了後のマウンド部において，砕石の大きな沈下や滑落はみられなかったが，法先で若干の沈下

や移動を確認した． 

 

５．結言 

砕石を用いた円柱構造物周りの洗堀対策効果を検討した．捨石工の設置によって構造物周辺の局所洗掘に対

する抑制効果を確認した．かつ，マウンドを形成すると原地盤に上載荷重として作用するため，過剰間隙水圧

比を低下させる効果があることがわかった．しかし，原地盤の過剰間隙水圧の発生を十分抑制できないため，

波浪外力の増加に伴って有効応力が著しく低下する可能性がある．そのため，拘束圧が低いマウンド法先等で

捨石の沈下が懸念されるため，設計外力に応じた適切な対策断面を検討する必要がある． 
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            (a) Case1             (b) Case2 

図-5 地盤内の過剰間隙水圧比の変化 

(a)Case1 (b)Case2 

図-6 2400波載荷後の初期地形からの地形変化 
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